
奈良県食と農の振興部「週休２日試行工事」実施要領

（目的）

第１ 本要領は、建設現場における「週休２日」の確保に向けて、現状の課題を把握するために試

行する「週休２日試行工事」に関し、必要な事項を定めるものとする。

（対象工事）

第２ 週休２日試行工事の対象は、食と農の振興部において発注する土木工事とし、特記仕様書に

明記された工事とする。ただし、災害復旧工事、緊急対応工事、維持等の総価契約工事及び供

用関連工事等の社会的要請等により早期の完成が望まれる工事は除くものとする。

（用語の定義）

第３ 「週休２日」とは対象期間において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態を

いう。

「対象期間」とは工事着手日から完成通知日までの期間をいう（年末年始休暇６日間及び夏

期休暇３日間を除く）。なお、工場製作のみを実施している期間、工事全体を一時中止してい

る期間のほか、発注者が特記仕様書により事前に対象外としている内容に該当する期間は含

まない。

「現場閉所」とは、巡回パトロール及び保守点検等現場管理上必要な作業を行う場合、並び

に交通誘導警備業務を行う場合を除き、１日を通して現場及び現場事務所が閉所された状態

をいう。雨天時等により現場閉所となった場合においても現場閉所として取り扱えるものと

する。ただし、資材搬入、運搬業務等の作業を行う場合は、現場閉所とはならない。

「４週８休以上の現場閉所」とは、現場閉所率（対象期間内の現場閉所日数の割合）が、

２８．５％以上の水準に達する状態をいう。

現場閉所を行った日数（日）

対象期間（日）

「工事着手日」とは、工事開始日以降に実際の工事のための準備作業（現場事務所の設置又

は測量等）に着手する日をいう。

「完成通知日」とは、工事完成通知書の提出日をいう。

（特記仕様書における記載）

第４ 発注者は、週休２日試行の対象工事を発注するにあたり、特記仕様書に週休２日試行の対象

現場閉所率＝



工事である旨を記載するとともに、週休2日を実施しなかった場合や週休２日が達成できなかっ

た場合には、現場閉所の状況に応じて減額変更の対象となる旨を記載するものとする。（別紙１

参照）

（実施内容）

第５ 週休２日試行の対象工事において、週休２日の実施内容は以下のとおりとする。

（１） 受注者は、工事着手日までに週休２日の実施の可否を工事打合簿（別紙２）により協議す

る。受注者は、週休２日を実施する場合、工事打合簿（別紙２）の提出に併せて週休２日を

考慮した工程を検討し、その工程について発注者と協議を行うものとし、協議結果に基づき

週休２日の実施の旨を施工計画書に記載するものとする。

受注者は、週休２日を実施しない場合、次号から第５号に係る対応は不要となる、

（２） 受注者は、週休２日の取得計画が確認できる休日取得計画書（別紙３）（月単位を原則とす

る。以下「計画書」という。）を作成し、当初月は工事着手日までに、それ以降は翌月の作業

開始前までに監督職員に提出し確認を受けるものとする。

（３） 受注者は前号で定めた計画書に対する休日取得実績書（別紙４）（以下「実績書」という。）

を計画対象月の翌月に速やかに（土曜日及び日曜日並びに祝日を除く）発注者に提出し確認

を受けるものとする。

（４） 受注者は工事中、現場の工事関係者及び公衆の見やすい場所に、週休２日試行の対象工事

である旨を明示するものとする。（別紙５参照）

（５） 受注者は、工事完成図書において次に掲げる書類を提示し、監督職員の確認を受けるもの

とする。

１）工事現場において週休２日試行の対象工事である旨を明示した（別紙５参照）ことが

わかる写真等

２）工事現場の労働者の勤務の状況がわかる書類（出勤簿、工事日誌等）

（費用の計上）

第６ 発注者は週休２日試行の対象工事において、受注者が週休２日を実施しなかった場合や週休

２日が達成できなかった場合は、現場閉所の状況に応じて、当初計上している４週８級以上相

当の補正係数を別表１に掲げる補正係数に変更し、減額変更を行う。

（工事成績評定）

第７ 発注者は週休２日試行の対象工事において、受注者が第５条第１項に基づき、週休２日の実

施を選択し、４週８休以上の現場閉所を実施した場合は、工事成績評定において評価するもの

とする。なお、週休２日を実施できなかった場合であっても、工事成績評定における減点は行

わない。



（アンケート調査及びヒアリングの実施）

第８ 受注者は、発注者が週休２日試行に関するアンケート調査及びヒアリングを実施する場合は、

調査に協力し、アンケート調査においては完了検査日までにアンケートの回答を監督職員に提

出するものとする。（様式Ａ参照）

（既契約等工事における変更）

第９ 既契約等工事において、受注者が本要領に基づく取組を希望する場合には下記のとおりとす

る。

（１）対象期間

要領第３のとおりとし、工事着手日から完成通知日までの期間をいう（年末年始休暇６日

間及び夏期休暇３日間を除く）。

（２）実施内容

要領第５のとおりとし、直ちにに週休２日の実施の可否を工事打合簿（別紙２）により

協議し、週休２日を実施する場合は工事着手日から令和３年６月３０日までの「実績書」（別

紙４）を提出するものとする。

（３）費用の計上

発注者は、受注者が要領第５（１）に基づき、週休２日の実施を選択し、実施した場合は、

現場閉所の達成状況に応じて別表２に掲げる経費等に、それぞれ補正係数を乗じて契約変更

を行う。ただし、週休２日に係る協議が整わなかった場合は、補正の対象としない。

（４）工事成績評定

要領第７のとおりとする。

附則

１ この要領は、令和３年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ 本要領の施行日における既契約等工事においても、受注者が週休２日の実施を希望し、受発

注協議が整った場合に適用できるものとする。実施方法については、その場合も工程について

発注者と協議を行うものとし、協議結果に基づき週休２日の実施の旨を施工計画書に記載する

ものとする。


